
１．

（1）

（2）

（3）

（4）

２．
（単位：円）

当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 1,780,042,813
242,264,880 0 2,686,655,400
8,343,600 88,998,400

0 5,130,763 79,723,271
250,608,480 5,130,763 4,635,419,884

6,413,840 0 33,438,603
0 0 0

6,413,840 0 33,438,603
257,022,320 5,130,763 4,668,858,487

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応
する額

基本財産
1,603,542,813 176,500,000 0
2,686,655,400 0 0
88,998,400 0 0
64,230,071 15,493,200 0

4,443,426,684 191,993,200 0
特定資産

0 33,438,603 0
0 0 0
0 33,438,603 0

4,443,426,684 225,431,803 0

４． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次のとおりである。
（単位：円）

金　　　額

2,872,175
2,872,175

５．
（単位：円）

減価償却累計額 当期末残高
146,264,020 79,723,271
2,072,390 2,760,610
7,564,450 12,137,087
1,346,218 184,611
323,640 345,960

６．

財務諸表に対する注記

84,854,034

特定資産

基本財産

決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

科　　目 前期末残高

小　　　　計

有価証券の評価基準及び評価方法

建 物
4,389,942,167

重要な会計方針

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によつている。
消費税等の会計処理

科　　目 当期末残高

小　　　　計
合　　　　計 4,416,966,930

助成準備引当預金 0
27,024,763

27,024,763施設修理積立預金

80,654,800

決算日の時価（路線価格）によっている。

2,444,390,520
基本財産積立預金 1,780,042,813

減価償却の方法は定率法によっている。

土地の評価基準及び評価方法

土 地
有 価 証 券

特になし

225,987,291

19,701,537
4,833,000

建 物

什 器 備 品
構 築 物

重要な会計方針の変更

一 括 償 却 資 産 1,530,829

79,723,271

有 価 証 券
88,998,400

2,686,655,400
基本財産積立預金

建 物

1,780,042,813

土 地

小　　　　計 4,635,419,884

科　　目 取得価額

助成準備引当預金

　　経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額

33,438,603施設修理積立預金
0

内　　　　　　容

小　　　　計

固定資産の取得価額・減価償却累計額及び当期末残高

33,438,603
合　　　　計 4,668,858,487

ソ フ ト ウ エ ア

合　　　　　　計

669,600


